













1） Nürnberger Dokument 2195-PS, Der Prozess gegen die Hauptkriegsverbrecher vor dem
































演説をおこなった。その演説を指すと思われる。Max Domarus (Hrsg.), Hitler. Reden und































6） たとえば、Carl Boyd, The Extraordinary Enboy. General Hiroshi Oshima and Diplomacy in
the Third Reich, 1934-1939, Washington, DC: University of America Press 1980, p.61;田嶋信雄
『ナチズム極東戦略』講談社、1997年、213-214頁；Nobuo Tajma, “The Berlin-Tokyo Axis
reconsidered. From the Anti-Comintern Pact to the plot to assassinate Stalin”, in: Christian Spang
and Rolf Harald Wippich (eds), Japanese-German Relations, 1895-1945. War, diplomacy and





























9） Rudolf A. Mark, Im Schatten des „Great Game“. Deutsche „Weltpolitik“ und russischer


































書店（1999年）、403-407頁。Inge Kricheisen, „Afghanistan― umkämpftes Vorfeld Indiens“,
in: Johannes Glasneck/ Inge Kircheisen, Türkei und Afghanistan―Brennpunkte der Orientpokitik
im Zweiten Weltkrieg, Berlin: VEB Deutscher Verlag der Wissenschaften, 1968, S. 161-169.
12） 東亜研究所前掲書70-72頁。ユアンズ前掲書172-179頁。前田・山根前掲書102-106頁。

























































































である。Kircheisen, a. a. O., S. 159-274. ナチズム外交に関する包括的な研究書である
Hans-Adolf Jacobsen, Nationalsozialistische Außenpolitik 1933-1938, Frankfurt am Main: Alfred
Metzner Verlag 1968 や、Gerhard L. Weinberg, Hitler’s Foreign Policy 1933-1939, New York:
Enigma Books 2005でも、対アフガニスタン政策に触れた部分は極めてわずかである


































23） 臼杵陽前掲論文109頁；Andreas Hillgruber, “The Third Reich and the Near and Middle
East, 1933-1939”, Uriel Dan (ed.), The Great Powers in the Middle East, 1919-1939, New York






























































































































































41） Письмо Народного Комиссара Иностранных Дел СССР Полномочному Представителю
СССР в Великобритании И. М. Майскому, 4 марта 1937 г., Документы Внешней Политики
СССР, Том 20, №58, стр. 102-103.
42） Запись беседы Полномочного Представтеля СССР в Иане с Министром Иностранных
Дел Ирана Самии, 24 марта 1937 г., Документы Внешней Политики СССР, Том 20, №84,
стр. 146-150.
43） Письмо Полномочного Представителя СССР в Велкобритании Народному Комиссару
Иностранных Дел СССР М. М. Литвинову, 25 апрея 1937 г., Документы Внешней Политики








































































































































57） Habibullah Khan Tarzi to Koki Hirota, 5. August 1937, 「阿富汗国」。

































60） Habibullah Khan Tarzi to Koki Hirota, 12. September 1937, 「阿富汗国」。
61） 広田発北田大使宛（1937年9月13日）、「阿富汗国」。
─────────────────────
北田はさっそくこの訓令を執行し、アフガニスタン総理大臣ムハンマド・ハ
ーシム・ハーン、外務大臣シダール・ファイーズ・ムハンマドから「極秘内話」
として、さきにみたような宮崎の謀略活動の実態を知らされるにいたった。そ
の際アフガニスタン側から、つぎのような抗議を受けたのである。
「近来当国〔アフガニスタン〕と英蘇両国の国交は支障勝ちにて、右両国
は当国政府が宮崎武官の活動を黙過するは自国に対する非友好的行動なり
と為し、先般来蘇連の態度は著しく変化し軋轢を増し居るに加え、英印側
は報復の意味にて密に国境「トライブ」を扇動し現王朝反対運動をさえ起
こさしむるに至れり。当国としては蘇連は深く意とせざるも、同時に英国
との国交迄も害するは堪え難きを以て、已むを得ず今回の申し入れを為せ
るものにして、殊に当国の最も遺憾とするは本事件に依りて日本側の当地
武官派遣の内部目的及其の任務の内容が詳細に英蘇両国に知れ衝動を起こ
したることにて、今日の状態にては、仮令宮崎武官去らるるとも、後任者
続いて駐在さるるに於ては両国側の恐怖、疑惑は依然存続すべく、国交上
の障碍も容易に除去せられざるべし」。
すなわちアフガニスタン政府は、宮崎義一の行動の詳細がイギリスとソ連に
伝えられたことにより、両国が「衝動を起こし」、アフガニスタン政府に「堪
え難き」政治的圧力を加えてきたというのである。
これをうけて北田公使は、広田外相に対し、宮崎事件によりアフガニスタン
が外交上窮地に陥っていることも事実であり、アフガニスタン政府がこうした
申し入れをするのは「よくよくのこと」なので、この際日本としては「雅量を
以て問題を適当に解決せらるるの他致し方なかるべし」と、日本側の譲歩を求
めたのである62）。
日本外務省はこの電報を受けて衝撃を受けたであろうが、宮崎の謀略につい
てはにわかに信じられなかったに違いない。外務省は、アフガニスタン総理大
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62） 北田公使初廣田弘毅宛（1937年9月17日）、「阿富汗国」。
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臣および外務大臣の内話なるものは「甚だ大袈裟なり」と判断した。そのうえ
で広田弘毅は、アフガニスタン政府のこうした態度は「甚だ穏当を欠くもの」
であり「我方の深く不満とするところ」なので、北田に対し、「至急」アフガ
ニスタン外務大臣と会談し、宮崎は「何等謀略的任務を有せず、又同人が斯る
策謀に従事せる事なし」と伝えるよう指示した63）。
宮崎の謀略工作の実態を知る日本の参謀本部は、もちろん事態の進展を深刻
に受け取ったに違いない。すなわち、外務省と異なり、かれらは宮崎の召喚は
避けられないと判断したのである。ただし参謀本部は、宮崎事件をあくまで宮
崎のいわば「若気の至り」の結果であると抗弁し、「年配にして温和なる性格
の後任者」を選定しアフガニスタンに派遣することにしたのである。そのうえ
で参謀本部は、外務省に、後任者には「迷惑を及ぼすと疑わるるが如き態度は
苟も之を為さざる如く厳重戒め」たので、速かに入国許可を与えるよう交渉し
て欲しいと日本外務省に伝えたのである64）。つまり参謀本部は、今回の事件
をあくまで宮崎個人の資質の問題に矮小化しようとしたのである。
日本外務省は、参謀本部の方針を受けて、北田公使に対し、日本＝アフガニ
スタン関係の「大局」に鑑み、後任武官の赴任を可能とするよう「厳重御折衝
の上結果電報ありたし」と伝えた65）。
北田公使は、宮崎とも打ち合わせの上、9月23日にアフガニスタン外務大臣
シダール・ファイーズ・ムハンマドと面会した。そのときシダール・ファイー
ズ・ムハンマドは、最近ソ連がメルプ駐在アフガニスタン領事を追放し、テル
メズおよびタシケントなどで現在50名ほどのアフガン商人を監禁した事実を
北田に伝え、ソ連はその理由として「当地日本武官の手先たる疑」を挙げてい
るというのであった。そのうえでアフガン側は、たとえ宮崎を解任したとして
も、新たに日本武官を受け入れるのでは、英ソ両国と交渉しても「両国は到底
安心せざるべく」とし、「窮余の私案」として、在デリー日本陸軍武官をしば
らくアフガニスタン兼任とする案を提案したのである66）。
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63） 広田弘毅発北田公使宛（1937年9月22日）、「阿富汗国」。
64） 「外務大臣より北田公使への電報案」、「阿富汗国」。
65） 「外務大臣より北田公使への電報案」、「阿富汗国」。
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その間、日本参謀本部および宮崎義一は、アフガニスタン問題でいくつかの
動きを示した。第一に、宮崎は、10月5日、こうした事件の渦中であるにもか
かわらず、突如アフガニスタン北部バーミヤンへの旅行を敢行した。この旅行
の目的は明らかではないが、この旅行のため、アフガニスタン政府の感情は
「一層悪化」したのである67）。第二に、テヘラン駐在日本陸軍武官福地春男少
佐が、アフガニスタン政府への十分な説明もないまま、9月26日にカーブル入
りし、宮崎義一宅で連日「善後処理」「事務引継ぎ」をおこなっていたのであ
る。アフガニスタン政府は、福地の入国を後任武官派遣ととらえ、それに「圧
迫」を加えることとなった。第三に、「他の用務」のため満洲航空の樋口正治
がアフガニスタンに入国したのである。しかも樋口は、入国後6か月の滞在許
可を得たといいつつ、「知らぬ間に宮崎武官宅へ移転」したのである。これに
はさすがの北田公使も、分限を超えて、樋口に「注意ありたる」有様となった。
アフガニスタン政府は、こうした事態の推移に対し、当然のことながら「嫌疑」
をかけ、福地に「成る可く速かに印度経由退去を要請」したのである68）。す
なわちこの時カーブルでは、宮崎、福地という二人の日本陸軍武官が駐在武官
宅で謀議をすすめ、さらにそこに満洲航空の樋口が加わっていたのである。第
四に、日本参謀本部は、宮崎の出国（1937年10月7日）後、今度は小池龍二少
佐をアフガニスタンに入国させようと計画していた。当時の日本参謀本部のア
フガニスタンに対する執着には、きわめて大きなものがあったといわなければ
ならない。しかし、「驚くべく神経過敏」（北田の表現）となったアフガニスタ
ン政府は、当然のことながら、小池に対しても「入国無き様」申し入れてきた
のである69）。
こうした事態は、日本＝アフガニスタン関係を極度に緊張させることとなっ
た。宮崎自身の表現によれば、「目下当国外務省は異常なる興奮状態にあり」、
アフガニスタン政府は「既に常軌を逸しある」というのであった。
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66） 北田公使発広田弘毅宛（1937年9月25日）、「阿富汗国」。
67） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月7日第102号）、「阿富汗国」。
68） 「武官問題に関し外務大臣より駐『ア』公使宛訓電案要旨」：宮崎武官発参謀本部
総務部長宛（1937年10月7日第102号）、「阿富汗国」。
69） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月14日）、「阿富汗国」。
─────────────────────
一方北田公使は、駐在武官問題に関連するアフガニスタン国内の情勢は「目
下頗る急迫せる」との判断から、宮崎のバーミヤン旅行中、福地少佐と「篤と
相談」するにいたった。その結果、日本＝アフガニスタン関係の「大局上」、
このさい福地は参謀本部の命令を仰いだうえ、「速かに帰還するの他方法なし」
との認識で一致した70）。さらに北田は、「一同相談の上」、樋口もアフガニス
タンを出国してイランに赴くことを「得策」とし、その旨を外務省に上申した
のである71）。
この北田の提案を受けて、日本参謀本部は北田・福地宛の訓令を外務省に提
案した。参謀本部によれば、福地や樋口に対するアフガニスタン政府の扱いは
「帝国に対する侮辱にして日『ア』両国の親善上遺憾」であるというのであっ
た。しかしながら参謀本部は、両国関係の極度の緊張に配慮し、「自主的見地」
により福地をテヘランに帰任させることとし、また、「当方の決定に基き」、デ
リーまたはテヘラン駐在武官にカーブル駐在武官を兼務させることとした72）。
日本参謀本部は、福地・樋口の出国をあくまで自主的な判断としたうえで、デ
リーまたはテヘラン駐在武官をカーブル兼任にすべしというアフガニスタン政
府の要請を受け入れることにしたわけである。
結局、宮崎は10月7日にカーブルを出発してムンバイ経由帰国の途に就い
た 73）。また、参謀本部は、10月10日、福地にもテヘランへの帰任を指示する
こととなった。さらに日本外務省は、宮崎の後任問題についても、「阿国政府
の申出もある事ゆえ」、「当分の便法」として、デリーないしテヘラン駐在武官
にカーブル駐在武官を兼務させることとするが、「能う限り速に」後任武官の
入国取り計らい方をアフガニスタン外務省に申し入れるよう北田に指示し
たのである 74）。
この指示に基づき北田は、アフガニスタン外務省に対し、福地少佐問題およ
び樋口少佐問題は「何れも不当の措置にして日阿両国の親善上遺憾なり」と申
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70） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月7日第102号）、「阿富汗国」。
71） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月7日第104号）、「阿富汗国」。
72） 「武官問題に関し外務大臣より駐『ア』公使宛訓電案要旨」、「阿富汗国」。
73） 石川領事（ムンバイ）発広田弘毅宛（1937年10月8日）、「阿富汗国」。
74） 広田弘毅発北田公使宛（1937年10月9日）、「阿富汗国」。
─────────────────────
し入れた75）。一方アフガニスタン外務省政務総局長も、北田に対し、元来宮
崎武官事件は「もし他国が相手ならば当然国交を断絶すべき所」ではあるが、
日本が相手なので、「萬難を排し穏忍を重ねたるものなることは篤とご了解相
成度き旨」を伝えたのである。こうして日本とアフガニスタン両国は、宮崎武
官事件に関し、いわば政治決着を図ったのである76）。
なお、日本参謀本部にとって、宮崎の諜報・謀略工作の実態がどの程度アフ
ガニスタンやイギリス、ソ連に伝わっていたのかは、当然のことながら、きわ
めて重大な関心事であった。とはいえ、諜報・謀略工作については「しら」を
切り続けるのが外交の世界の鉄則であり、そのため日本側にとって、アフガニ
スタン側に宮崎の情報収集問題を切り出すのは、危険なことであり、また屈辱
的なものでもあったに違いない。しかしながら、福地は、北田に対し、アフガ
ニスタン側に探りを入れるよう要請したのである。
10月9日、アフガニスタン外務大臣シダール・ファイーズ・ムハンマドは北
田と面会し、上述のような政治決着の内容を確認するとともに、「目下英蘇は
本件に関連し極力当国を圧迫中」であり、実際同日ソ連代理大使がアフガン外
務省を訪れて3時間にもわたり「厳談」したと伝えたのである。この会談で北
田は、シダール・ファイーズ・ムハンマドに対し、福地の要請にしたがって、
宮崎武官の行動が「如何なる程度に英蘇側に知れ居るや」と尋ねた。これに対
しアフガニスタン外務大臣は、以下のごとくあけすけに答えたのである。「宮
崎武官は対蘇関係に付ては殆ど公然と、対印関係に付ては隠れて行動せられた
るが、其の全部は大部の報告となりて当国の手元にあり、英蘇側も之と全く同
程度に知り尽くし居る」。
また、二日後の10月11日にもシダール・ファイーズ・ムハンマドは外務次
官同席の上再度北田を接受したが、その場においてアフガニスタン側はさらに
詳細に宮崎の行動について北田に伝えたのである。それは「宮崎武官が各地に
て使用せる関係者全体の人名（英蘇側間諜各2名あり）、各自に対する金銭支
給高を始め諜報其の他の目的、組織、指令等」に及び、それらは「悉く英蘇阿
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75） 広田弘毅発北田公使宛（1937年10月9日）、「阿富汗国」。
76） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月9日）、「阿富汗国」。
─────────────────────
三国側の知る所」であるというのであった77）。
ただし、その際アフガニスタン外務大臣が宮崎の行動のすべてを日本側に伝
えたと考えるなら、それはおそらく誤りであろう。他国の諜報・謀略活動の実
態について暴露することは、他面、自国の防諜能力や諜報活動の情報源を暴露
することに他ならないからである。アフガニスタン側があえて触れなかったも
っとも大きな問題は、宮崎とアマヌッラー派との接触の問題であっただろう。
それは、もちろんアフガニスタン現政権の転覆計画にもつながるような重大な
機微に触れるものであり、シダール・ファイーズ・ムハンマドがどんなに承知
していようとも口にはできないタブーであった。
さて、その後北田はテヘラン帰任前の福地と会談し、「後任武官の件確認方
交渉するは時機にあらずと認むるに一致」し、その問題については「暫く落着
く迄待つ」ことにした。さらに北田は、日独航空路の件については、樋口や小
池に代わり、北田自らイラン、イラクに出張して「事情を内探」し、今後の対
イラン、イラク、アフガニスタン交渉の方針を関係者とともに協議することと
したのである。日本参謀本部による宮崎、福地、樋口、小池らのアフガニスタ
ン派遣計画には、対ソ謀略工作とともに、日独満航空協定の実施準備があった
ことが明らかである78）。
おわりに
1938年2月1日、広田弘毅外務大臣は、ソ連駐在日本大使重光葵の依頼によ
り、日本＝アフガニスタン関係の現状について「極秘」の報告をモスクワに送
った。そこではアフガンからの留学生受け入れ、日本からの農業専門家・土木
専門家の派遣、三井物産を代表とする民間通商交渉、無線電信協力の現状など
が説明されたのち、日独航空連絡計画についてつぎのように述べられていた。
「日独航空連絡計画あり、『ア』国を経由する予定にて独逸側より交渉中なり、
我方よりもいずれ開談の筈なるも未だ其の程度に達し居らず」。また宮崎武官
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77） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月11日）、「阿富汗国」。
78） 北田公使発広田弘毅宛（1937年10月14日）、「阿富汗国」。
─────────────────────
追放事件についてもつぎのように述べられていた。「客年10月初旬同武官を引
揚げしめたり、尚後任の駐在に付極力交渉せるも結局当分見合す外なきに至れ
り」79）。日独航空連絡の問題も、宮崎の後任武官派遣の問題も、まったく進
展が見られなかったのである。
2か月後の1938年4月5日、桑名鶴アフガニスタン駐在日本臨時代理大使は、
日中戦争勃発を境としたアフガニスタンをめぐる国際情勢について本省に報告
を送付している。そこではつぎのように述べられていた80）。
「当国の地位は日支事変に依りて全く一変せり。事変前にありては英蘇両
国と当国との関係未だ非常に緊張しおらざりし為、我国としては蘇連邦の
新疆方面の活動を監視し傍、蘇連邦内部の情勢を探る為、当国と親交を結
び之が助力を求むるの余地存せしも、現在となりては国際情勢は余りに深
刻化し過ぎたり。各種情勢より判断するに、我方の大陸政策遂行の為に当
国を利用することは極めて困難となりたると言わざるを得ず」。
こうして、駐在武官派遣を通じ、「大陸政策」の延長として、アフガニスタ
ンで対ソ謀略工作と日独航空連絡計画を推進しようとした日本参謀本部の画策
は、日中戦争勃発による国際関係の緊張と、宮崎自身の謀略工作の失敗により、
ほとんど挫折するにいたったのである。
最後に、本稿の冒頭に引用した東京裁判資料に戻って大島の謀略工作の実態
を検討し、本稿を終えることとしよう。
大島は、東京裁判に先立つ1946年3月5日の検察の取調において、ファルケ
ンゼーでの土地購入やビラの印刷、風船での運搬、白系ロシア人の雇用やテロ
訓練などについて、それが事実であることを認めた81）。大島が主張する「ア
フガニスタン駐在武官追放事件」も、本稿が検討したように、当時の日本参謀
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巻（Oshima Hiroshi）日本図書センター、1993年、308-317頁。
─────────────────────
本部とドイツ国防省防諜部が推進していた「ユーラシア諜報・謀略工作」の一
環に位置つけることができよう。事件は確かに存在していたのである。
しかしながら、検察尋問においてもまた東京裁判の法廷においても、大島は、
「ヒムラー覚書」の最後の一点、すなわちスターリン暗殺計画についてだけは、
「当時自分は大使の地位にあった」という理由で（1938年10月8日ドイツ駐在
陸軍武官より大使に異例の転出）、一切否定した。スターリン暗殺計画への関
与を認めれば、特命全権大使による外国元首への国家テロ計画が明らかとなり、
「帝国日本」の一大汚点になるばかりか、連合国、とりわけソ連の政治的態度
の硬化による自身への死刑判決さえありえたから、この否認は大島にとっては
当然であっただろう。
だが、本稿での検討により、「ヒムラー覚書」が歴史学的な証拠能力および
証明力を有することは、かなりの程度証明されたと思われる。大島の他の謀略
工作を確認しておきながら、「スターリン暗殺計画」だけが歴史的に存在しな
かったと主張することは、いっそう困難になったといわなければならない。
（たじま・のぶお＝本学教授）
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